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メリット制事務処理手引の作成について

平成13年7月19日付け基発第656号 ｢メリット制事務処理手引の作成について｣

を別添のとおり改正したので､下記の主な改正点に留意の上､事務処理に遺漏なきを

期されたい｡

記

1 労災保険率等の改定に対応させたこと｡

2 建設の事業に係るメリット増減幅を最大±35%から±40%に拡大したことに対

応させたこと｡

3 石綿にさらされる業務による肺がん又は中皮月重が特定疾病に加えられたことに

対応させたこと｡

4 石綿による健康被害の救済に関する法律 (平成18年法律第4号)において定め

る特別遺族給付金等に関する事項を追記したこと｡

5 特例メリット制度の適用要件となる安全衛生措置として､平成19年3月31日か

ら新たに ｢労働安全衛生マネジメントシステムの実施｣を追加することに対応さ

せたこと｡

6 いわゆる労災かくLが判明した場合の取扱いに関することを追記したこと｡

7 その他､所要の字句の整理及び訂正等を行ったこと｡
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メリット制の日的及び本手引について

1 メリット制の目的

労災保険率は､事業主間の負担の公平性を期するため事業の種類ごとに災害率等に応じ

て定められているが､事業の種類が同-であっても､作業工程､機械設備あるいは作業環

境の良否､災害防止努力の如何等によって､個々の事業ごとの災害率にはかなりの高低が

認められる｡

そこで､事業主の負担の具体的公平を図るとともに､事業主の災害防止努力を促進す

る意味において､たとえ同種の事業であっても､一定規模以上の事業については､個々の

事業の災害率に応じ､保険技術的に許される範囲内において､

(1) 継続事業については､その事業についての事業の種類ごとに定められた労災保険

率を-定の範囲内で引き上げ又は引き下げた率を次の次の保険年度の労災保険率と

し､

(2)有期事業については､確定保険料の額を一定範囲内で引き上げ又は引き下げる

こととしている｡

これが労災保険率ないし確定保険料の ｢メリット制｣と呼ばれる制度である｡

2 継続 ･有期メリット制事務処理について

メリット制の内容及び事務処理は､事業が継続事業 (労働保険の保険料の徴収等に関

する法律 (昭和44年法律第84号o以下 ｢徴収法｣という｡)第7条の規定により-の事

業とみなされた事業 (以下 ｢一括有期事業｣というO)を含む｡)の場合と有期事業の場合

で異なるOそこで､本手引においても､継続事業に係る事務処理と有期事業に係る事務処

理を分けて記述してある｡

3 メリットシステムについて

現在､メリット制に係る機械処理システムは､徴収･給付双方のシステムから切り離さ

れた独立のシステムとなっている｡このため､必ずしもすべての処理が徴収･給付のシス

テムと連動しているわけではなく､また､データの補正入力等について､時期･回数が制

限されている｡
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Ⅰ 継続事業のメリット制







2 適用の対象となる事業

継続メリット制の適用を受ける事業は､以下に示す ｢事業の継続性｣に関する要件と ｢事業の規

模｣に関する要件とを同時に満たしていることが必要である (徴収法第12条第3項)0

(1)事業の継続性

連続する3保険年度中の最後の保険年度に属する3月31日 (以下 ｢基準となる3月31日｣とい

う｡)現在において､労災保険に係る保険関係が成立した後3年以上経過していること (徴収法第

12条第3項)a

(2)事業の規模

基準となる3月31日の属する保険年度から過去に遡って連続する3保険年度中の各保険年度に

おいて､次のいずれかの要件を満たしていること｡

イ 100人以上の労働者を使用する事業であること (徴収法第12条第3項第1号)｡

ロ 20人以上100人未満の労働者を使用する事業であって､当該労働者の数に当該事業に係る基準

となる労災保険率から非業務災害率を減じた率を乗じて得た数 (以下 ｢災害度係数｣という｡)

が0.4以上の事業であること (徴収法第12条第3項第2号及び徴収則第17条第2項)｡

すなわち

労働者数× (基準となる労災保険率一非業務災害率)≧0.4

を満たす事業であること｡これは､労働者数が次の数以上である事業と言い換えられる｡

0.4
を下回らない最小の整数

労災保険率 一 非業務災害率

なお､非業務災害率は平成18年4月 1日から1,000分の0.8と定められている (徴収則第16粂第

2項)｡

事業の種類別に､更に保険年度別に､メリット制適用の規模要件を満たす最低労働者数を､Ⅵ

章第2 ｢最低労働者数早見表｣にまとめたので参照すること｡

3 メリット収支率

メリット収支率は､基準となる3月31日以前の連続する3保険年度間 (以下 ｢メリット収支率算

定期間｣という｡)に支給された業務災害に関する保険給付及び特別支給金と､石綿健康被害救済浜

における特別遺族給付金の合計額を､労災保険率に応ずる一般保険料の額から非業務災害率に応ず

る部分の額を減じた額に第一種特別加入保険料の額から特別加入非業務災害率 (非業務災害率から

二次健康診断等給付に係る率を減じた率)に応ずる部分の額を減じた額の合計額に第-種調整率等

を乗じて得た額で除して算出される率であり､その算定式は概ね次のとおりであるQ
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メリット収支率=

基準となる3月31日以前3保険
年度に業務災害に関して支払われ
た保険給付及び特別支給金並びi
特別遺族給付金の破く注1)
ただし､年金たる保険給付その
他厚生労働省令で定めるものはそ
の定めるところによる (注2)

iZj遺族給付金のうち遺族失権に伴い支払われ

≡疾病にかかった者に対し支払われた保険給
i:特別支給金並びに特別遺族給付金の額
3種特別加入者に係る保険給付及び特別支給

(注1)特別遺族給付金は､石綿健康被害救済法の規定に基づく､特別遺族年金及び特別遺族一時金

である｡

(注2)年金たる保険給付等に係る ｢業務災害に関する保険給付額｣は､次の労働基準法相当額に

より算定するD

障害補償年金-給付基礎日額× (障害等級に応じ1,340日分から560日分)

遺族婦償年金-給付基礎日額×1,000日分

傷病補償年金-療養開始後3年を経過する日の属する月の前月までの月分のものの額の合計

額

以上の算定方法については､徴収則第18条第2項に規定されている｡

なお､特別遺族年金に係る ｢業務災害に関する保険給付額｣は､1,200万円とし､その定義

については､厚生労働省関係石綿による健康被害の救済に関する法律施行規則第5条に規定さ

れている｡

(注3)遺族補償一時金は､労災法第16条の6第1項に定められた支給事由のうち､第2号により支

給される遺族補償一時金を揖す｡

(注4)分子の ｢-｣は､分子に算入しないという意味である｡

(注5)慕-程調整率の具体的な値については､Ⅵ章第8 ｢第一種調整率 (徴収則第19条の2)Jを参

照すること｡

4 メリット増減率

基準となる労災保険率から非業務災害率を減じた率を増減する率 (メリット増減率)は､Ⅵ章第

4 ｢継続メリット増減率表 (徴収則別表第3及び第3の2)｣のとおり､メリット収支率に応じて定

まる｡

5 メリット労災保険率

メリット制が適用される保険年度において適用される労災保険率は､基準となる労災保険率から

非業務災害率を減じた率をメリット増減率により上げ下げした率に非業務災害率を加えた率 (メリ

ット労災保険率)であるO

メリット労災保険率 -

(基準となる労災保険率 一 非業務災害率)×

J門il-

100 + メリット増減率

100
+ 非業務災害率







2 概 要

継続メリット制の事務処理の概要は以下のとおりである｡これに事業主からの届出に基づく事業

分割や特例メリット制等の処理が追加されることとなる｡

(1)継続メリット･マス_ターの作成

イ 本省における当年度の継続メリット処理については､前年度の適用台帳及び年更台帳より適

用要件を具備している事業を把握し､前年度の労働者数､確定保険料の額 (非業務災害分を除

く｡)､保険給付の額及び特別支給金の額を継続メリット マスターに追加登記するD

この際､前年度の継続メリット･マスターに登記されていた前年度以前の労働者数､確定保

険料の額 く非業務災害分を除く｡)､保険給付の額及び特別支給金の額を前々年度以前の数値と

して登記する｡

ロ 前年度の継続メリット･マスターに登記され､継続メリット制の適用を受けていた事業が､

当年度の処理においてメリット制の適用要件を具備しなくなったもの (｢継続メリット制適用対

象新規 ･取消リスト｣非メリット欄にコードが付された事業場)については､都道府県労働局

(以下 ｢局｣という｡)にその適否の確認を求めた上で､当該事業に係るデータを継続メリッ

ト･マスターから削除する｡

ハ 当年度新たにメリット制の適用要件を具備する事業については､当該事業に係るデータを継

続メリット･マスターに登記するD

ニ 本省における機械処理により翌年度も引き続いてメリット制の適用があると判断した事業に

ついては､継続メリット･マスターを更新し確定するD

ホ 事業消滅等により翌年度にメリット制の適用がないもの又は適用要件等の変更がある場合は､

｢継続メリット制算定基礎報告書｣(以下 ｢算定基礎報告書｣という｡)により取消又は変更の

報告を行うこと｡

(2)継続メリット制新規 ･取消リストの審査確認

イ 新規にメリット制の適用のある事業

本省において､連続する3保険年度中の各保険年度の適用徴収関係各台帳の内容から､翌年

度に新規としてメリット制の適用があると判断した事業については､｢継続メリット制適用対象

新規 ･取消リスト｣(以下 ｢新規 ･取消リスト｣という｡)に労働者数及び確定保険料の額 (非

業務災害分を除くO)等を印書するとともに ｢新規コード｣欄に ｢1｣を付して送付するので､

リストの内容を検討の上､メリット制の適用を受ける事業の場合は､新規にメリット制の適用

を受ける事業として確定すること｡

また､｢新規 ,取消リスト｣の ｢新規コード｣欄と､｢非メリット｣欄の両方に数字が付され

ている場合は､｢非メリット｣が優先されるため､新規にメリット制の適用を受ける事業の場合

は ｢算定基礎報告書｣により復活の処理を行うこと｡翌年度にメリット制の適用を受けない事

業の場合は､処理は不要である｡

なお､リストの内容を検討した結果､翌年度にメリット制の適用を受けない事業がある場合

は､｢算定基礎報告書｣により取消の処理を行うこと｡

ロ 翌年度にメリット制の適用のない事業

本省において､当年度にメリット制の適用を受けている事業であって､翌年度にメリット制

の適用がないと判断した事業については､｢新規 ･取消リスト｣に労働者数及び確定保険料の額
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(非業務災害分を除く｡)等を印書するとともに､｢非メリット｣欄にコード ｢1｣(消滅のも

の)､｢3｣(労働者数又は確定保険料が適用要件を満たさないもの)又は ｢5｣(業種変更によ
るもの)を付して送付する｡

なお､リストの内容を検討し適用要件を確認の上､翌年度にメリット制の適用のあるものが

含まれている場合は､メリット制適用事業として取り扱うべく ｢算定基礎報告書｣により復活

の処理を行うこと｡

(3)継続メリット制適用事業場名簿の審査確認

｢継続メリット制適用事業場名簿J(以下 ｢適用事業場名簿｣という｡)は､(1)及び(2)の結果

と､12月末現在の最新の適用徴収関係台帳により､作成される｡

ここに記載されたデータは､後述の ｢労災保険率決定通知書｣の印書に使用されるD

したがって､この名簿に修正を加える必要がある場合､修正内容は決定通知書の自動印書には

反映されないため､手作業による補正作業が必要となる｡

(4)労災保険率決定通知書の作成

労災保険率欽定通知書は､翌年度のメリット労災保険率について厚生労働大臣が決定し､継続

メリット制適用事業場の事業主-通知するもので､本省においてメリット計算処理後印書し､局

に送付するので､｢適用事業場名縛｣及び年度更新用の ｢概算 ･確定保険料申告書｣(以下 ｢年度

更新申告書｣というO)の労災保険率等と照合し､労働保険特別会計歳入徴収官印を押印の上､

｢年度更新申告書｣発送時に同封して事業主-通知すること｡

(5)継続メリット制算定基礎報告書の入力

(1)から(4)までの処理及び継続メリット制に係る各種の訂正処理は､原則として ｢継続メリッ

ト制算定基礎報告書｣(帳票種別36104)(以下 ｢算定基礎報告書｣という｡)を作成してOCR入

力することにより行い､これをもって本省-の報告とする｡

また､入力後の帳票については､入力局で保管するものとするO

(6)労働保険適用徴収システムとの関連

労働保険適用徴収システムからの保険料算定基礎調査等による修正データがメリットシステム

に反映されるのは､｢業種｣､｢確定保険料｣及び ｢労働者数｣であるので､｢メリット増減率｣及

び ｢メリット料率｣の修正は算定基礎報告書により行うこと｡

また､T新規 ･取消リスト｣出力後 (毎年10月1日以降)に保険料算定基礎調査等により修正し

た場合は､上記のデータ数値はメリット名静には反映されるが､当該データにより自動的にメリ

ット適用 ･非適用の判断はなされないため､｢新規 ･取消リスト｣によりメリットの適否を判断し

た上､適宜 r算定基礎報告書｣の入力を行うこと｡

なお､毎年4月1日から9月末までに保険料算定基礎調査等による修正入力を行ったものにつ

いては､自動的にメリット適用･非適用の判断がなされる｡
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3 事業分割に係る事務処理

事業分割の考え方及びメリット収支率の算定方法等の詳細はⅠ章第3の4を参照することo

(1)事業分割届甲票及び乙票の受理

メリット制の適用要件を満たしていた事業の事業主が事業の分割を行う場合は､分割元事業の

事業主は事業の分割の概要を記載した事業分割届甲票及び事業分割届乙票並びに労災保険率決定

通知書の写しを分割元事業の所在地を管轄する都道府県労働局長 (以下 ｢所轄都道府県労働局

長｣という｡)あて提出することとする｡

事業分割届甲菓及び乙票に記載する事項

イ 分割年月日

口 事業の分割の概要 (新設と区別するため､別法人化､事業内容が異なる部門の独立化等を記

載させる｡)

ハ 分割新設事業の名称 ･所在地 ･事業の種類 ･分割元事業の当年度メリット増減率 ･分割元事

業からの移籍労働音数

事業分割届甲票及び乙票を受理した分割元事業の所轄都道府県労働局長は､確認欄に押印した

事業分割届乙票を事業主に交付するものとする｡分割元事業の事業主は､交付された事業分割届

乙票を分割新設事業の事業主に回送する｡

なお､事業の分割を行おうとする事業主が労働保険事務組合 (以下 ｢事務組合｣という｡)に労

働保険の事務の処理を委託している事業である場合には､事業分割届を事務組合を通して当該事

務組合の所轄都道府県労働局長あて提出することとし､事業分割眉乙票を当該事務組合を通して

事業主に交付するものとする｡また､分割新設事業が複数になる場合には､分割新設事業ごとに

提出するものとする｡

(2)回送された事業分割届乙票の受理

分割新設事業の事業主は､分割元事業の事業主より回送された確認欄押印済の事業分割眉乙葉

を､分割新設事業の所在地を管轄する労働基準監督署長を経由して分割新設事業の所轄都道府県

労働局長に提出するものとするO分割新設事業の労働保険番号がすでに振り出されている場合は､

新規労働保険番号欄に記入して提出するO

なお､分割新設事業が事務組合に委託する場合には､事業分割届乙票を事務組合を通じて当該

事務組合の所轄都道府県労働局長あて提出するものとする｡

分割新設事業の保険関係成立届と事業分 割届乙粟が同時に提出された場合は､事業分割届乙葉

の新規労働保険番号欄は空欄で提出されるので､振り出した労働保険番号を新規労働保険番号欄

に記入すること｡

(3)継続メリット制算定基礎報告書の作成 ･入力

事業分割届乙票を受理した都道府県労働局長は､事業の分割が行われた年度に継続メリット制

算定基礎報告書を作成し､OCR入力することにより､事業の分割の情報を本省に報告すること｡

(4)事業分割届乙票の確認印

事業分割届乙票の確認印は､当該乙票が分割元事業の事業主によって分割元事業の所轄労働局

に甲票と共に提出されたことを示すものである｡確認印押印済みの乙票の提出を受ける分割新設
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事業の所轄労働局が､分割元事業の所轄労働局と異なることがあることから､確認印の押印を行

うことにしている｡

4 特例メリット制

特例メリット制に係る主な事務として以下のものが挙げられる｡

(1)安全衛生措置実施等の確認

(2)労災保険率特例適用申告書の受付

(3)特例メリット台帳-の登記

(4)労災保険率特例適用申告書のOCR入力

特例メリット制の事務処理の詳細については､Ⅳ章を参照することO
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ハ 事務処理

(イ) ｢新規 ･取消リスト｣に印書されている事業について､労働者数及び確定保険料の額 (非

業務災害分を除く)等の内容を確認し､新規､変更又は取消を必要とする場合は､次の処理

により ｢算定基礎報告書｣を作成し､OCR入力することO

なお､｢新規 ･取消リスト｣に印書されている内容を変更する必要がない場合は､｢算定基

礎報告書｣を作成する必要はない｡

a 新規の処理

翌年度新規にメリット制の適用を受ける事業であって ｢新規 ･取消リスト｣に印書され

ていない場合又は継続してメリット制の適用を受ける事業であって前年度に復活等の ｢算

定基礎報告書｣の入力漏れにより､継続メリット･マスターから削除された事業場は､新

規として ｢算定基礎報告書｣を作成し､OCR入力すること｡

また､事務組合委託事業については､3保険年度すべてにおいて適用要件を満たすもの

であっても個々の委託事業ごとの独立した労働保険番号 (枝番号)により適用徴収関係各

台帳に登記されていないもの (委託事業で個別適用されていないもの)については､｢新

規 ･取消リスト｣に印書されないので､翌年度における新規メリット制適用事業の有無を

保険料申告書等により確認の上､適用となる事業があれば､新規として ｢算定基礎報告

書｣を作成し､OCR入力することO

なお､この場合には､当該委託事業を個別管理すべく適用徴収関係各台帳の作成を同時

に行うこと｡

b 変更の処理

｢新規 ･取消リスト｣に印書されている新規適用事業 (｢新規コー ド｣欄に ｢1｣が付さ

れているもの)で､各保険年度の ｢労働者数｣及び ｢確定保険料の額｣等の印書内容を確

認し､変更する必要が生じた場合は､変更として ｢算定基礎報告書｣を作成し､OCR入

力すること｡

ただし､当年度における保険料算定基礎調査等により前年度又は､前々年度確定保険料

の額及び業種を変更する場合は､適用徴収関係各台帳の内容を変更処理期限 (当年度12月

末頃)までに変更処理すること｡この場合､変更の ｢算定基礎報告書｣の作成は必要ない｡

C 復活の処理 (｢新規 ･取消リスト｣の取消リストに載ったメリット適用事業場を再度メリ

ット適用事業場に載せる処理)

｢新規 ･取消リスト｣に印書されている取消の事業のうち ｢非メリット｣欄にコー ド

｢1｣､｢3｣又は ｢5｣が付されていて､翌年度もメリット制が適用される事業について
は､復活すべき項目を記入して ｢算定基礎報告書｣を作成し､OCR入力すること｡

復活入力を行わなかった場合は､メリット制適用の対象外となるので､翌年度 ｢算定基

礎報告書｣入力期間中に新規入力すること｡

d 取消の処理

｢新規 ･取消リスト｣に印書されている新規適用事業で､各保険年度の適用要件を確許

し､各保険年度のいずれかの年度において適用要件を満たしていないものがある場合は､

取消として当該年度の取消コー ド区分により r算定基礎報告書｣を作成し､OCR入力す

ること｡
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e 事業分割の処理

｢新規 ･取消リスト｣は､算定基礎報告書入力以前の処理で作成されるため､分割年度

においては､分割新設事業は未出力 (出力される場合においても､分割情報は付加されな

い)となるので注意すること｡

なお､｢新規 ･取消リスト｣において､分割元事業に非メリットコード ｢1｣､｢3｣又は
｢5｣が付されているものについては､その内容について確認するとともに､メリット制

の適用要件を満たしているものについては復活処理をすること｡分割元事業が分割年度及

びその翌年度においてもメリット労災保険率が適用される場合に､分割新設事業について

もメリット制が適用されることから､復活報告がされない場合は､分割新設事業について

もメリット制適用の対象外とされるので注意すること｡

分割元引継事業及び分割新設事業が翌年度以降の ｢新規 ･取消リスト｣に現れる場合､

分割年度の保険料額及び労働者数は､(a)又は(b)のようになる｡

(a)年度当初 (4/1)に分割が行われた場合

保険料額及び労働者数は､分割後の事業場毎のものをそれぞれ出力する｡

(b)年度途中 (4/2から翌年3/31)に分割が行われた場合

保険料額については､分割元事業､分割元引継事業及び分割新設事業の合算値を､また

労働者数については､分割元事業､分割元引継事業及び分割新設事業の延労働者数を合算

し､それを12で除した値 (小数点以下切り捨て)を､各々分割元事業､分割元引継事業及

び分割新設事業のそれぞれに同じ値を出力する｡

なお､労働者数の算定に当たっては､ 4月中に分割が行われた場合は､経過月数を0月

として計算する｡

(p) 継続してメリット制の適用のある事業の修正

本省において翌年度も引き続いてメリット制の適用があると判断した事業については､機

械処理により継続メリット･マスターに登記を行うが､登記した事業 (前年度にメリット制

の適用があり､当年度 ｢新規 ･取消リスト｣に印書されていない事莱)で当年度において第

三者から損害賠償金として納入すべき額､CO法による介護料及び診察等の措置に要する費
用の額の調整額を算入又は保険料算定基礎調査等により内容を変更する必要がある場合には､

(イ)aの処理と同様に行うことO
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ハ 事務処理

(イ)｢業種変更｣欄に ｢*｣印が付されているものについては､実際に ｢事業の種類｣に変更が
あったか否かを確認し､次により処理すること｡

a 適用業種の変更又は誤りで適用徴収関係各台帳の業種を変更した場合には､変更後の業

種で適用要件を確認し､適用のないものについて､｢適用事業場名簿｣を抹消 (朱書)し､

備考欄に ｢適用なし｣の表示をすること｡

b 翌年度にメリット制の適用があるものは､必要に応じて ｢適用事業場名産｣の ｢業種｣

欄､｢非業災減労災保険率｣欄､｢非業災減メリット保険率｣欄を修正 (朱書)すること｡

(ロ) ｢合算表示｣欄に ｢*｣印が付されているものについては､当該事業が適正に合算処理さ
れているか確認し､｢算定基礎報告書｣の記入誤り､又は基幹番号が異なる等の事由で合算

処理ができなかったものがあれば､合算処理した内容によりメリット計算を行い､合算す

る事業それぞれについて ｢適用事業場名簿｣の ｢保険給付額累計｣欄､｢確定保険料額累

計｣欄､｢メリット収支率｣欄､｢非業災減メリット保険率｣欄等を修正 (朱書)し､備考

欄に合算した相手の労働保険番号を記入すること｡

なお､基幹番号が異なるため合算処理ができなかった場合には､基幹番号を統一すべく､

適用台帳の変更を併せて行うこと｡

(/､) ｢年更台帳なし｣欄に ｢*｣印が付されているものについては､保険料申告書等により事
業の消滅の有無を確認し､当該事業が翌年度にメリット制の適用のあるものであれば､｢年

度更新申告書｣及び ｢労災保険率決定通知書｣を作成するとともに､年更台帳を作成する

こと｡

また､｢算定基礎報告書｣の労働保険番号の記入誤り等の事由により､翌年度にメリット

制の適用のないものであれば､｢適用事業場名簿｣を抹消 (朱書)し､備考欄に ｢取消｣の

表示をすることD

(ニ) ｢算定基礎報告書｣欄に ｢1｣が表示された事業については､当年度のメリット制の適用

の有無を確認し､当年度のメリット制の適用がある場合は､｢適用事業場名醇｣の前年度メ

リット増減率及び前年度メリット保険率を修正 (朱書)するとともに､｢年度更新申告書｣

の修正又は新規作成等､必要な処理を併せて行うこと｡

(ホ) ｢適用事業場名簿｣に印書されている事業のうち､翌年度にメリット制の適用のあるもの

で､当年度1月から3月中に労働保険番号を変更したものについては､次により処理する

こと｡

a キー変更処理のもの

キー変更処理により､労働保険番号の変更を行った事業については､旧番号で印書され

ている ｢適用事業場名簿｣の備考欄に ｢労働保険番号変更｣と表示するとともに､新しい

労働保険番号を記入すること｡

b 移転事業等のもの

他府県から移動してきた事業で移転前事業場が､｢適用事業場名簿｣に印書され､移転後

事業場が ｢適用事業場名簿｣に印書されていない事業､又は事務組合-の事務委託等の事

由により､機械処理上､新規として保険関係が成立した事業については､新しい労働保険

番号で移転として ｢算定基礎報告書｣(補正分)を作成し､追加報告すること｡

-25-



C ｢適用事業場名簿｣(補正分)に印書されていない事業であって新たに追加する事業があ

る場合には､名簿の末尾に当該事業に係るデータを記入し､備考欄に ｢新規｣と表示する

こと｡

(へ) ｢適用事業場名簿｣に印書されている事業を取消､若しくは内容を変更し､又は新たに追

加する場合は､その内容を ｢算定基礎報告書｣(補正分)に記入し､OCR入力するとともに､

｢年度更新申告書｣'及び ｢労災保険率欽定通知書｣の破棄､修正又は新規作成等､必要な処

理を併せて行うこと｡

(り ｢適用事業場名簿｣に印書されている事業について､労災保険率の特例適用の追加又は取
消が生じた場合は､｢算定基礎報告書｣(補正分)の特例コー ドに適用あり又は適用なしコー

ドを記入し､変更として追加報告すること｡

なお､当該事業に係る ｢特例申告書｣は､翌年度4月1日以降に前年度分としてOCR入

力すること｡

(チ)事業分割について

事業分割が算定基礎報告書で入力された事業場については､事業場名簿の算定基礎報告欄

に分割であることを示すコード｢8｣が表示される｡

事業場名簿上､当該表示のある分割新設事業の保険給付額等については､分割元引継事業

の保険給付額等の内容が表示されるo

なお､年度途中に分割が行われた事業場については､分割元引継事業及び分割新設事業共

に分割年度の翌年度以降において､分割日の属する年度の保険料等が合算処理されているこ

とを示すために事業場名簿の移転欄に ｢*｣を表示する｡

ただし､分割日の属する年度が事業場名簿の出力年度の4箇年度以前となった場合は空白

となる｡

したがって､事業場名簿の算定基礎報告欄に ｢8｣が表示された分割新設事業については､

事業場名簿に印書された保険給付額等が､分割元引継事業の保険給付額等の内容に一致して

いるか否かを確認すること｡

移転欄に ｢*｣が表示されているものについては､合算処理が適正にされているかを確認

し､適正に処理されていなかった場合は､手計算を行い修正すること｡

分割年度の保険料額､保険給付額等の表示はa又はbのようになる0

a 年度当初 (4/1)に分割が行われた場合

保険料額､保険給付額等は分割後の事業場毎のものをそれぞれ出力する｡

b 年度途中 (4/2から翌年3/31)に分割が行われた場合

保険料額及び保険給付額等については､分割元事業､分割元引継事業及び分割新設事業

の合算値を､分割元事業､分割元引継事業及び分割新設事業のそれぞれに同じ値を出力す

る｡

分割新設事業の分割年度における前年度メリット増減率及び前年度メリット労災保険率

(非業災減)は空白とする｡
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ハ 継続メリット制算定基礎報告書の作成

次に該当する場合に ｢算定基礎報告書｣を作成し､OCR入力すること｡

(イ)新 規

新規コー ド ｢1｣を含むすべての項目について記入すること｡

ただし､｢保険給付｣及び ｢特別支給金｣に該当がない場合については､記入の必要はない｡

なお､事務組合の委託替え等により､労働保険番号が変更された事業であり､かつ､移転

前の事業がメリット適用要件を満たす期間が3保険年度未満である場合は､同時に ｢移転前

一労働保険番号｣を記入することD

ただし､移転前の事業がメリット適用要件を満たす期間が3保険年度以上の場合は､移転

前労働保険番号を記入しない新規の帳票1枚と､移転前労働保険番号を記入した合併の帳票

1枚の合計2枚を作成すること｡

a 翌年度新たにメリット制の適用を受ける事業であって､保険料算定基礎調査等により､

確定保険料又は労働者数が変更されたため､｢新規 ･取消リスト｣に印書されていない場合o

b 翌年度新たにメリット制の適用を受ける事業であって､過去3年度間に事務組合に委託

一括されていたため､｢新規 ･取消リスト｣に印書されていない場合｡

C 翌年度にメリット制の適用を受ける事業であって､｢算定基礎報告書｣の入力漏れ等によ

り ｢適用事業場名簿｣に印書されていない場合｡

なお､当年度もメリット制の適用を受ける事業である場合は､｢当年度メリット増減率｣

及び ｢当年度メリット料率｣欄に当該率を記入することO

(ロ)取 消

労働保険番号及び ｢取消コード｣のみを記入すること｡

なお､この場合取消コー ドについては､次のコードを記入する｡

(a)前年度に欠いている場合 コー ド ｢2｣

(b)前々年度に欠いている場合 コー ド ｢3｣

(C)前々々年度に欠いている場合 コード ｢4｣

a ｢新規 ･取消リスト｣の ｢新規コー ド｣欄に ｢1｣が付されている事業で各保険年度の

いずれかにおいて適用要件を満たしていないものがある場合

b 継続してメリット制の適用があった事業で､翌年度は非適用となる事業が ｢新規 ･取消

リスト｣に印書されていない場合

(ハ)変 更

労働保険番号と変更コー ド ｢5｣及び変更となる項目のみ記入することとし､他の項目は

空欄とすること｡

なお､記入する際は､｢労働者数｣及び ｢確定保険料 (非業災分を除く｡)｣は実数又は実

額とし､｢保険給付費｣及び ｢特別支給金｣については､変更すべき額との差額を記入する

ことo

また､業種及び前々年度､前年度確定保険料の額を変更する場合は､適用台帳及び年更

台帳の内容を変更処理期限 (当年度12月末頃又は3月未頃)までに変更処理すること｡

なお､この場合に係る ｢算定基礎報告書｣の作成は必要ない (業種変更においては､適

用台帳の内容変更処理がなされている場合に算定基礎報告書のみ作成しても業種の内容は

変更されないD)a
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ただし､過年度に遡って業種変更する場合は､該当する過年度の確定保険料の額 (非業

災分除く)について､業種変更後の労災保険率 (メリット適用されている場合は適用後の

率)で計算を行い､｢算定基礎報告書｣を作成すること｡

a ｢新規 ･取消リスト｣の ｢新規コード｣欄に ｢1｣が付されている事業で内容に変更が

生じた場合

b 指定事業と被一括事業が入れ替わった場合

C メリット制の適用要件を満たす事業で､当年度における第三者から損害賠償金として決

定した納入すべき額､CO接による介護料及び診察等の措置に要する費用の額等の調整額
を算入又は保険料算定基礎調査等により確定保険料の額 (非業務災害分を除く｡)を変更す

る場合

d ｢新規 ･取消リスト｣に印書されていない事業場で､移転等の事由 (県外からの移転も含

む｡)により､保険関係が機械処理上消滅となり､別の労働保険番号により新規成立した事

業については､移転後の労働保険番号により､下記(へ)aの記入内容と同様とし､これら記

入内容以外に変更となる項目がある場合は､当該項目にも記入することo

(ニ)合 併

消滅事業場ごとに､存続事業の労働保険番号により､合併コード ｢7｣の他､消滅事業の

合併情報として ｢移転前労働保険番号｣及び ｢消滅年月日｣を記入することo

なお､合併コー ド ｢7｣の帳票のみでは入力できたことにはならず､存続事業として､新

規コー ド ｢1｣又は変更コー ド ｢5｣又は復活コー ド ｢9｣の帳票を作成し､｢労働者数｣､

r確定保険料｣､｢保険給付額｣及び ｢特別支給金｣を合算した数値にて報告を必ず併せて行

うこと｡

(ホ)事業分割

事業分割届乙票を受理した都道府県労働局において入力することとし､新取変コー ドは

｢8｣とすること｡

a 分割新設事業

以下の項目をすべて記入して入力すること｡

なお､項目記入は必須となっており､記入漏れがあった場合又は別項目の記入があった

場合の入力はキャンセルとすること｡

･分割新設事業の労働保険番号 (項番②)

･事業分割コー ド ｢8｣(項番③)

･事業分割日 (項番毎))

･業種 (項番⑤)

･分割が行われる元の事業の労働保険番号 (項番⑳)

b 分割元引継事業

分割の報告を必要とするのは分割新設事業のみであり､分割が行われた後､分割元引継

事業については特に分割の報告を要しないが､事業の分割に際し､移転した場合､あるい

は補正入力時の特例メリット適用の有無の入力等が生じた場合は現行の機械処理方法に基

づいて行うことo

(へ)復 活

労働保険番号及び復活コー ド ｢9｣の他､下記により復活すべき項目を記入すること｡
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なお､復活と同時に他の項目を変更する場合は､同時に上記(ハ)に準じて変更項目を記

入すること｡

a 移転復活

｢新規 ･取消リスト｣の ｢非メリット｣欄に ｢1｣が付されているもので､移転等の事

由により保険関係が機械処理上消滅となり､別の労働保険番号により新規成立した事業に

ついて､移転後の労働保険番号lFより､前々年度確定保険料､前年度確定保険料､移転前

の労働保険番号､消滅年月日､当年度に移転した事業の確定保険料 (非業災減)(ただし､

当年度移転に限る｡)を記入すること｡

b 労働者数又は確定保険料の復活

新規 ･取消リスト｣の ｢非メリット｣欄に ｢3｣が付されているもので､｢年度更新申

告書｣の記入誤り又は保険料算定基礎調査等により労働者数又は確定保険料を変更し､メ

リット制の適用を継続する場合､変更後の労働音数又は確定保険料を記入すること｡

なお､前々年度及び前年度の確定保険料額 (非業災分を除く｡)の変更については､年

更台帳の内容変更処理期限 (当年度12月末頃)までに変更処理している場合､確定保険料

の記入の必要はない｡

ただし､復活コードの記入､入力は必要である｡

C 業種変更による復活

｢新規 ･取消リスト｣の ｢非メリット｣欄に ｢5｣が付されているもので､翌年度も継

続してメリット制の適用がある場合､変更後の業種を記入すること｡

ただし､適用台帳の内容変更処理期限 (当年度12月末頃又は3月未頃)までに適用台帳

の業種が変更されていることが必要である｡

(ト)削 除

労働保険番号及び削除コー ド欄 (項番①)に ｢9｣を記入することO

上記(イ)から(ホ)により既に入力された算定基礎報告書データを削除する場合に使用すること｡

継続メリット制算定基礎報告書作成上の注意事項

(イ)指定事業に一括された事業の取扱い

徴収捷第9条の規定に基づき措定事業に一括された事業であって､一括後の指定事業が翌

年度にメリット制の適用があるときは､次の事項に注意すること｡

a 一括された事業について､確定保険料及び一括前に発生した災害に係る保険給付及び特

別支給金はメリット収支率の算定基礎に算入しないこと｡

したがって､指定事業に係る ｢算定基礎報告書｣の ｢確定保険料｣､｢保険給付額｣及び

｢特別支給金｣欄に上記の金額を合算しないことO

また､移転前労働保険番号に一括された事業の労働保険番号を記入しないこと｡

b 一括以後において発生した災害について､第三者から損害賠償金として納入すべき額を

決定したものがある場合は､当該金額を支払いのあった局署に照会し､指定事業に係る

｢算定基礎報告書｣に含めて報告すること｡

この場合､管轄の局署及び支払いのあった局署双方の協力のもと事務処理を行うこと｡

(ロ)合算事業の取扱い

a 港湾荷役関係事業で同一事業主 (基幹番号の同一のもの)について事業の種類ごとに枝

番号を付しているものは､機械処理により合算の処理を行い､新たにメリット制の適用要
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件を満たした場合は､｢新規 ･取消リスト｣に印書するが､これ以外に翌年度新たに合算す

べき事業がある場合は､新規として ｢算定基礎報告書｣を作成すること｡

b 港湾荷役関係事業で基幹番号の相違する2以上の事業については､同一基幹番号にする

ための ｢キー変更｣処理を行わなければシステムによる合算処理が行われないので注意す

ること｡

また､｢新規 ･取消リスト｣において､基幹番号相違のためシステム上合算処理が行われ

ないため､非メリットとなった事業については､当年度12月末までに ｢キー変更｣処理を

行い､｢算定基礎報告書｣において復活報告 (｢キー変更｣前の労働保険番号による報告)

すること｡

なお､上記と同様に基幹番号相違のため合算処理されなかったが､非メリットとならな

い事業場 (1事業のみで適用要件を満たすもの)についても当年度12月末までに ｢キー変

更｣処理を行い､｢算定基礎報告書｣において新規報告 (｢キー変更｣前の労働保険番号に

よる報告)すること｡

(ハ)合併事業の取扱い

存続事業にメリット制の適用がある場合は､消滅事業及び存続事業の業務災害に係る確定

保険料額､保険給付額等を把握し､合算の上 丁変更｣として ｢算定基礎報告書｣を作成する

こと｡あわせて当年度以降の保険給付額等を把握する移転情報を作成するため､｢算定基礎報

告書｣を作成し､OCR入力すること｡

なお､この場合､項番㊨の移転前労働保険番号欄に消滅事業の労働保険番号を､項番②の

労働保険番号欄に存続事業の労働保険番号を記入すること｡

また､消滅年月日が当年度 (4月から翌年3月の間)のものについては､消滅事業の確定

保険料の額 (非業務災害分を除く.)を記入することD

(注)合併は-入力期間に､-事業場につき99件まで入力できる｡

(ニ)事務組合委託事業の取扱い

a 事務組合委託事業が新規にメリット制の適用となる場合は､当該委託事業の労働保険番

号 (枝番号を含む｡)によって適用台帳の作成を行うこと｡

b aに該当する事業については､当該事業に係る確定保険料の額 (非業務災害分を除く｡)

及び保険給付の額 (特別支給金を含む｡)を把握し､新規として取扱い､｢算定基礎報告

書｣を作成するとともに､労働保険番号の変更があった場合は ｢移転情報Jを作成するこ

と｡

なお､当該事業が事務組合に委託する前の保険関係が､他局であった場合は､現に当該

事務組合を管韓する局において委託前の局に対し照会を行い､メリット計算に必要な確定

保険料の額 (非業務災害分を除く｡)及び保険給付の額 (特別支給金を含む｡)等を把握す

ること｡

(ホ)移転事業の取扱い

連続する保険年度において適用要件を満たしているもので､当年度中 (4月から翌年3月

の間)に移転等の事由により機械処理上消滅となり､別の労働保険番号により新規成立した

事業については､｢算定基礎報告書｣により移転情報を作成し､OCR入力することo

なおこの場合､局 (署)から移転したものについては､移転後に管轄する局において､｢労

災保険率のメリット制適用事業に関する調査依頼について｣(様式1)により照会し､移転前
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に管轄する局にあっては､調査の上 ｢労災保険率のメリット制適用事業に関する調査依頼に

ついて (回答)｣(様式2)により､次の事項について回答することo

a 移転前の労働保険番号及び成立年月日

b 次の確定保険料の額

移転した日の属する年度が前年度であれば､前年度以前3箇年度のそれぞれの確定保険

料の額 (非業災分を除く｡)

C 移転前の労働保険番号による次の保険給付 (特別支給金を含む｡)の額

(a)前年度以前3箇年度の保険給付額 (整備蔭第18条第1項による保険給付の額を除くo)

(b)前年度以前3箇年度の特別支給金

(C)前年度以前3箇年度における労災保険法第12条の4の規定による第三者からの損害賠

償金として納入告知した額 (年金給付に係るものを除く｡)

d 前年度以前に移転事業報告をした事業に係る給付処理

前年度以前に移転事業報告をした事業で､当年度に移転前の労働保険番号で保険給付が

行われた場合には､移転前の労働保険番号が､他の事業場の労働保険番号として使用され

ていないか確認すること｡

なお､労働保険番号が使用されている場合には､給付額を把握し､局において ｢算定基

礎報告書｣により修正処理を行うこと｡

(へ)事業分割の取扱い

a 算定基礎報告書の入力期間について

算定基礎報告書の入力期間は､現行の機械処理と同様に通常入力期間 (ll/1から12/

25)及び補正入力期間 (2/1から3/25)とするが､分割が行われた時期等により以

下のとおりとするので留意されたい｡

なお､分割年度において､当該分割年度の通常入力期間に入力した場合は､分割元引継

事業及び分割新設事業に係る ｢継続メリット制適用事業場名簿｣､｢労災保険率決定通知

書｣及び ｢年度更新申告書｣を､補正入力期間に入力した場合は､分割新設事業に係る

｢継続メリット制適用事業場名簿 (補正分)｣をそれぞれ印書することとし､それ以外の場

合は､それぞれ各局において手書き対応とすること｡

また､下記(C)及び(d)に該当する場合､入力年度の帳票関係の印書については､上記に

準じて行うO

(a)4/1から12/25に分割が行われた場合

通常入力期間内に入力すること｡

(ら)4/1から12/25に分割が行われたが通常期間に処理ができなかった場合､あるいは

12/26から3/25に分割が行われた場合

補正入力期間内に入力することO

(C)年度内に分割が行われたが通常入力期間及び補正入力期間に入力ができなかった場合､

あるいは入力漏れがあった場合

分割があった年度 (以下 ｢分割年度｣というO)の翌年度に必ず入力すること｡算定基

礎報告書による入力期間は分割年度及びその翌年度までとし､それ以降の分割報告にお

いては入力時にキャンセルとする｡仮に分割があった年度の翌年度入力期間の末日まで

に入力ができなかった場合等が生じたときは､労災保険業務室 (統計調査係)に連絡を
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した上で必要な指示を得ること｡

(d)年度内に分割が行われた分割元事業が移転した場合又は移転等により ｢新規 ･取消事

業場リスト｣に印書されている場合

上記(a)から(C)の事情により当該入力期間に､分割元事業の移転報告文は復活報告の

み行い､分割報告は前記当該入力期間の次の入力期間に行うこととするo

例えば上記(a)に該当する場合､移転報告を通常入力期間内に行い､分割報告はその午

度の補正入力期間に行うこと｡

よって､同一期間内に移転及び分割の報告はできない｡

b 分割事兼の機械処理上の制限について

(a)分割事業の分割回数

分割情報の管理は､1分割元事業からみて最大2回 (1分割元事業を親と仮定した場

合､子 (1回日の分割)又は孫 (2回目の分割)まで)を限度とする｡

ただし､年度内での分割報告の回数は1回のみとする (年度内の再分割は不可)D

この制限を超える報告 (親からみて3回以上)については､算定基礎報告書により

｢新規｣で報告することとする｡この場合､分割年度の翌年度の合算処理については､

機械処理の対象とされないので､翌年度の確定保険料等については､手計算で対応の上､

算定基礎報告書での変更処理を行うこと｡

(b)分割新設事業の上限

同一入力期間における分割新設事業の上限は40件とし､それを超える分については､

次回入力期間にOCR入力を行うこととする｡

なお､年度内の入力期間中に入力ができない場合､翌年度の算定基礎報告書の入力期

間内にOCR入力を行うこと｡

(C)分割報告後の分割元事業に関する変更報告の扱い

分割報告時のメリット収支率算定期間の保険料等を保険料算定基礎調査等で変更する

必要が生じた場合又は分割報告後に給付額等の差異のあることが判明した場合 (例えば

分割年度の報告時は給付額等を100万円で算定したが､第三者行為災害等の調整額のため､

分割年度及びその翌年度に90万円であることが正しいと判明した場合等)､分割元事業及

び分割新設事業それぞれの該当する内容の変更処理が必要となるので､それぞれ変更処

理分の算定基礎報告書の作成及び入力が必要となるO

ただし､分割報告と同一の入力期間までに労働保険適用徴収システムで分割元事業の

変更入力をした場合は､分割新設事業にもその変更内容が反映されるo

原則として､一度､事業場名簿に出力された適用事業場は個別に修正が必要となる｡

分割年度の合算処理においても合算すべき保険給付額に変更する必要がある場合又は

調整額がある場合にも､同様に個別の修正が必要となる｡上記の例の場合には合算後の

正しい保険給付額 (100万円-90万円)をそれぞれ報告する必要がある｡

なお､保険料算定基礎調査等により､前年度又は前々年度の確定保険料の額を変更す

る場合は､労働保険適用徴収システムの適用､徴収及び収納の各台帳を修正すれば､算

定基礎報告書による変更は要しないが､算定基礎報告書入力期間内に前記各台帳が修正

漏れの場合は必要となる｡

(ト)同一入力期間内の帳票入力の取扱い
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同一入力期間内に､0CR入力された算定基礎報告書の内容を修正する必要が生じた場合は､

上記ニ(t)の削除を行った後正しい算定基礎報告書をOCR入力すること｡

先行入力された算定基礎報告書の内容変更を名目に変更コードによる入力を行った場合､

二重入力となるので注意すること｡

ホ 継続メリット制算定基礎報告書の移転情報の作成

移転情報は､通常のキー変更処理で作成される ｢キー変情報｣と同様に､事業場の移転後に

おいてもなお､移転前労働保険番号で支払われる ｢給付情報｣については､移転後の労働保険

番号に変更し､当年度以降における当該事業に係るメリット計算に算入する保険給付額等の把

握を機械処理により行わせるための情報である｡

このため､継続メリット制の適用要件を満たす事業であって､他府県からの移転及び事務組

合-の事務委託等の事由により､機械処理上消滅となり､移転後又は事務組合において異なる

労働保険番号により保険関係を新規成立したすべての事業場について､移転情報を記入した

｢算定基礎報告書Jを作成し､OCR入力を行うこと｡

また､合併事業の当年度以降の保険給付額等についても､存続事業と消滅事業のそれぞれの

保険給付額等を合算して収支率を算定する必要があることから､移転情報を記入した ｢算定基

礎報告書｣を作成し､OCR入力を行うことO

なお､徴収法第9条により指定事業に一括された事業における一括前に発生した災害に係る

保険給付額等については､指定事業のメリット計算に算入されないので､この移転情報を作成

する必要はない｡

この移転情報の作成にあたっては､移転後の局において作成することとし､作成に必要な事

項については､(様式1)により移転前の局に照会し把握すること｡照会を受けた局は､(様式

2)により速やかに回答すること｡
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へ 継続メリット制算定基礎報告書の移転情報の作成上の注意

(イ)作成対象

a この移転情報は､当年度 (4月から翌年3月の間)に他府県から移転してきた事業及

び事務組合-の委託等 (歳入徴収官の変更に伴うもの)により確定精算を行っている事

業で､移転後の事業 (事務組合-の委託等を含む｡)が翌年度にメリット制の適用がある

場合に作成すること｡つまり､メリットが適用されうる事業であっても､保険関係成立

後2年で他府県に移転した場合は､再び3年間メリットの適用要件を満たすまで､メリ

ットは適用されないこととなる｡

b aに該当する事業が当年度以前3保険年度の間に移転等を行ったことがある場合は､

その移転等の状況を次の例により作成することO

【例】

個別事業場 A事務組合に委託 個別事業場

a - (A･ ･-･････-･1) - b

枝番号

a ー b

A ー b

なお､キー変更処理可能 (歳入徴収官の変更を伴わないもの)なもので､【例】と同様の
状況 (確定精算を行ったもの)の場合についても作成を必要とすることとなるので注意す

ること｡

(ロ)作成上の注意事項

｢当年度に消滅した確定保険料の額｣の欄は､当年度に移転等により消滅した事業に係

る当年度の確定保険料の額 (非業務災害分を除く｡)を記入することO

この場合､事務組合委託事業が新規にメリット制の適用となり､当該事業が事務組合の

中において変更した場合は､確定精算を行ったものとみなして､確定保険料の額 (非業務

災害分を除く｡)を把握し記入すること｡
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ロ 事業主-の通知に当たっての注意事項

労災保険率決定通知書は､翌年度のメリット労災保険率について継続メリット制適用事業場

の事業主-通知するものであり､本省においてメリット計算処理後印書し､局に送付するので､

｢適用事業場名簿｣及び年度更新用の ｢概算 ･確定保険料申告書｣(以下 ｢年度更新申告書｣と

いう｡)の労災保険率等と照合し､労働保険特別会計歳入徴収官印を押印の上 ｢年度更新申告

書｣発送時に同封して事業主-通知することo

なお､局への継続メリット制適用事業に係る大臣決定の通知は､補正分のメリット計算処理

(補正分 ｢適用事業場名簿｣処理)後通知する｡

｢適用事業場名簿｣(12月末分)及び ｢年度更新申告書｣の印書事務処理後に変更のあった事

業場 (補正分 ｢適用事業場名簿Jに係る事業場)分については､新たに ｢労災保険率決定通知

書｣(メリット決定通知書)が印書されないので､既印書分 (変更前の分)を破棄し､手書きに

より局において作成することO

また､｢年度更新申告書｣の労災保険率についても､訂正処理を行うことo
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第3 継続事業のメリッ ト制の詳解及び特殊な場合の取扱い

1 継続メリット制適用の規模要件

(1)労働者数の算定方法

メリット制の適用要件が満たされていることを確認するためには､各保険年度における労働者

数を把鐘する必要がある｡

ここにいう各保険年度における労働者数とは､当該保険年度中の各月の末日 (賃金締切日があ

る場合は､各月の末日の直前の賃金締切日)において使用した労働者数の合計数を12で除して得

た労働音数 (小数点以下切り捨てo)のことである｡

ただし､船きょ､船舶､岸壁､波止場､停車場又は倉庫における貨物の取扱いの事業にあって

は､当該保険年度中に使用した延労働者数を当該保険年度中の所定労働日数で除して得た労働者

数 (小数点以下切り捨てC)である (徴収則第17条第1項)o

(2)最低労働者数の考え方

メリット制適用の規模要件は､メリット収支率算定期間において満たされていればよいoLた

がって､現在の労働者数がメリット制適用の規模要件を満たしていなくても､過去において規模

要件が満たされていれば､メリット制が適用される場合がある｡

また､災害度係数の算定に用いる労災保険率は､メリット収支率算定期間のそれぞれの年度に

おける､基準となる労災保険率である｡

基準となる＼労災保険率が1,000分の4.5となる事業については､災害度係数が0.4以上となる最

小の労働者数は108人であるが､徴収法第12条第3項第1号により､メリット制適用の規模要件で

ある最低労働者数は100人となる｡

【最低労働者数の計算例】

平成18年度の労働者数が96人である小売業の場合

｢労災保険率適用事業細目表｣(昭和47年労働省告示第16号)における事業の種類の細目が ｢980

1 卸売業 ･小売業｣に該当するので､平成18年度における基準となる労災保険率は1000分の5で

あり､メリット制適用要件である

(労働者数)× (5.0(労災保険率)-0.8(非業務災害率))/1000≧ 0.4

を満たすことから､平成18年度については､当該事業場は規模要件を満たしている (徴収法第12条

第3項､徴収則第17条第2項)｡

すなわち､メリット労災保険率の計算に当たり､平成18年度がメリット収支率算定期間に含まれ

る年度 (20,21,22年度)において､平成18年度についてはメリット制適用の規模要件を満たしてい

ることになる｡

(参考)労災保険率の改定により､災害度係数が0.4以上となる最小の労働者数が変わり得る

平成14年度 労災保険率が1000分の5.5

90(労働者数) ×(5.5- 1 (非業務災害率)). /1000- 0.405 ≧0.4

最小の労働者数は90人
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平成15､16年度 同1000分の5

98(労働者数) ×(5,0-0.9(非業務災害率)) /1000- 0.402 ≧0.4

最小の労働者数は98人

(3)第一種特別加入者の取扱い

第-種特別加入者は当該事業に使用される労働者とみなされることから､メリット制適用の規

模要件においても労働者数に含めて取り扱う｡

2 メリット収支率

メリット収支率の算定方法の概要はⅠ章の第1に述べたとおりであるが､さらに以下の点に注意

すること｡

(1)分母の額

メリット収支率の分母の額は､次のイの額にロの第一種調整率を乗じて得た額である｡

イ メリット収支率算定期間の各保険年度における次の(イ)及び(ロ)の額を合算した額

(イ)労災保険率に応ずる一般保険料の額から非業務災害率に応ずる部分の額を減じた額｡

ただし､メリット制により労災保険率が引き上げ又は引き下げられたときは､その引き上げ

又は引き下げられた率を用いる (徴収則第19条)｡下記(ロ)についても同様｡

(ロ)第-種特別加入保険料の額から特別加入非業務災害率に応ずる部分の額を減じた額

なお､各保険年度における保険料の額は､確定保険料の額である｡非業務災害率に応ずる部分

の額は､労災保険率に応ずる一般保険料の確定保険料の額に､労災保険率に対する非業務災害率

の割合を乗じて得ることとなる｡

(注) 石綿健康被害救済法における一般拠出金について

石綿健康被害救済法第34条に定められた一般拠出金の徴収が平成19年4月1日から施行され

るが､当該徴収額については算入しないこと｡

ロ 第-種調整率 (徴収則第19条の2)

メリット収支率の算定に当たり､分子に算入される年金に係る給付額の評価は､実際の年金

給付額に代えて労働基準法相当額 (Ⅵ章第10｢メリット収支率の分子に算入する額｣参照｡)を

一時金として算入するが､分母たる労災保険に係る一般保険料の額は､年金給付については将

来給付分も含む給付総額を基に設定する料率によるため､一定の係数 (第一種調整率)を保険

料に乗じて両者の不均衡を是正することにより､収支率算定の適正化を図っている｡

また､林業､建設の事業､港湾貨物取扱事業及び港湾荷役業については､一定の条件に基づ

く特定疾病に係る保険給付及び特別支給金等の額をメリット収支率の算定式の分子の額から除

外し､メリット収支率の算定基礎に含めないこととなっているため個別に調整率を設定し､収

支率算定の適正化を図っているO

(2)分子の額

メリット収支率の分子の額は､メリット収支率算定期間において支払われた業務災害に関する

保険給付及び特別支給金並びに特別遺族給付金について､以下に掲げる方法により算定した額で

ある｡
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ただし､労災法第16条の6第1項第2号の場合に支給される遺族補償一時金(遺族失権差額一時

金)及び当該遺族補償一時金の受給権者に支払われる遺族特別一時金､障害補償年金差額一時金

及び障害特別年金差額一時金､特別遺族給付金のうち石綿健康被害救済法第62号第2号の場合に

支給される特別遺族一時金､特定疾病にかかった者に係る保険給付及び特別支給金並びに特別遺

族給付金､第3種特別加入者に係る保険給付及び特別支給金の額については､収支率に算入しな

い｡

イ 障害補償年金､遺族補償年金､障害特別年金及び遺族特別年金 (徴収則第18条第2項第1号

及び同項第2号並びに第18条の3)

障害補償年金､遺族補償年金､障害特別年金及び遺族特別年金については､実際の給付額は

算入せず､Ⅵ章第10｢メリット収支率の分子に算入する額｣に掲げる額を支給決定の日の属す

る保険年度の分として算入する｡

障害補償年金及び障害特別年金の算入額の算定で使用する日数は､障害等級に応じ労基法別

表第2に定める日数と一致するものである｡

遺族補償年金及び遺族特別年金の算入額の算定で使用する目数 (1,000日)は､労基法第79条

に規定される ｢平均賃金の1,000日分｣における日数と一致するものである｡

(注1) 既存の障害等級を加重した場合 (再発により加重した場合を含む｡)の障害補償年金及

び障害特別年金の算入額は､給付基礎日額 (障害特別年金にあっては算定基礎日額)に､

加重後の障害等級に応ずる労基法相当日数から既存の障害等級に応ずる労基法相当日数を

減じた日数を乗じて得た額とし､加重後の障害補償年金の支給決定の日の属する保険年度

に算入する｡

(注2) 若年停止となる遺族補償年金であっても､支給決定の日の属する保険年度に､給付基礎

日額の1,000日分を算入する｡

(注3) 障害補償年金及び遺族補償年金の支給決定時に労働基準法相当額を算入することから､

障害補償年金前払一時金及び遺族補償年金前払一時金は､メリット収支率の算定基礎に算

入しない｡

また､同様の理由で遺族失権差額一時金及び当該一時金の受給権者に支払われる遺族特

別一時金並びに障害補償年金差額一時金及び当該一時金の受給権者に支払われる障害特別

年金差額一時金についても､メリット収支率の算定基礎には算入しない｡

(注4) 遺族補償年金について､当該遺族補償年金に係る負傷又は疾病に伴い過去に障害補償年

金の支給決定があり､メリット収支率の算定基礎に当該障害補償年金に係る労働基準法相

当額の算入が行われている場合は､当該遺族補償年金の支給決定に伴う労働基準法相当額

の算入は行わない (例えば障害補償年金の受給者が再発により傷病補償年金の受給者に移

行した後､療養中に死亡した場合など)｡遺族特別年金についても同様である｡

なお､過去に支給決定のある年金が傷病補償年金のみである場合は､当該遺族補償年金

の支給決定に伴い労働基準法相当額の算入を行う｡

ロ 療養補償給付 (徴収則第18条第2項第4号)

療養補償給付については､当該療養の開始後3年を経過する日の前日以前に支給事由が発生

した療養補償給付の額を算入し､3年を経過する日以降に支給事由が生じた療養補償給付の額

は算入しない｡

なお､療養の開始後3年を経過する日の前日以前に支給事由が発生した療養補償給付及び3
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年を経過する日以降に支給事由が生じた療養補償給付が､3年を経過する日をまたがった期間

分として一括して支払われた場合は､支給対象期間で日割り計算をすることで3年を経過する

日の前日までの分を算定し､その額を算入する｡

ただし､診断書､装具､薬剤費等は､日割り計算をすることが妥当ではないため､診療期間

の初日が当該療養の開始から3年を経過していないものに限り算入するo

また､算入する保険年度は､療養補償給付が実際に支払われた日の属する保険年度である｡

(注)労働災害により療養補償給付を受け完治したが､その後同一理由で再発し､以前より等級

が上がった場合には､前回に支払われた給付額の差額が被災労働者に給付される｡そのため､

メリット収支率の分子についても､被災労働者に給付された差額についてのみ算入するO

ハ 休業補償給付 (徴収則第18条第2項第5号及び第18条の3)

休業補償給付 (業務災害に関する休業特別支給金を含む｡)については､療養補償給付と同様

に､休業補償給付に係る療養の開始後3年を経過する日の前日以前に支給事由が発生した休業

補償給付の額を算入し､ 3年を経過する日以降に支給事由が生じた休業補償給付の額元算入し

ない｡

なお､療養の開始後3年を経過する日の前日以前に支給事由が発生した休業補償給付と3年

を経過する日以降に支給事由が生じた休業補償給付が､3年を経過する日をまたがった期間の

分として一括して支払われた場合は､支給対象期間で日割り計算をすることで3年を経過する

日の前日までの分の額を算定し､その額を算入するo

この場合において､3年を経過する日をまたがった期間中にスライド又は最高限度額若しく

は最低限度額により給付基礎日額が増加又は減少している場合にも､当該スライドが行われた

日に関係なく､当該支払われた額を支給対象期間で日割り計算して3年を経過する日の前日ま

での分の額としたものを算入する｡

また､算入する保険年度は､休業補償給付が実際に支払われた日の属する保険年度である｡

ニ 介護補償給付 (徴収則第18条第2項第6号)

介護補償給付については､当該介護補償給付に係る障害補償年金又は傷病補償年金の支給事

由となる障害の原因となる負傷又は疾病に関する療養の開始から3年を経過する日の属する月

の前月までの分の介護補償給付の額を算入し､3年を経過する日の属する月以降の分の介護補

償給付の額は算入しない｡

なお､3年を経過する日の属する月をまたがった期間の分として一括して支払われた介護補

償給付の額については､支給対象期間で月割り計算をすることで3年を経過する日の属する月

の前月までの分を算定し､その額を算入する｡

また､算入する保険年度は､介護補償給付が実際に支払われた日の属する保険年度である｡

(注)平成8年度から介護補償給付が創設されたことに伴い旧一酸化炭素中毒法に基づく介護料

が廃止されたが､平成8年3月31日現在一酸化炭素中毒法に基づく介護料を受給する権利

を有していた被災労働者については､経過措置として､引き続き一酸化炭素中毒法に基づ

く介護料を受けることができることとされている (ただし､介護補償給付を受けた場合は､

それ以後は一酸化炭素中毒法に基づく介護料を受給することはできない｡)(平成7年法律

第35号附則第8条)｡この介護料は､メリット収支率の算定基礎には算入されない (旧一

酸化炭素中毒牡に基づく介護料はメリット収支率に算定されていた.)a

ホ 傷病補償年金 (徴収則第18条第2項第3号及び第18条の3)

ー50-



傷病補償年金及び業務災害に係る傷病特別年金については､当該傷病補償年金の支給事由と

なる傷病の原因となる負傷又は疾病に関する療養の開始から3年を経過する日の属する月の前

月以前の月の分の額は算入し､3年を経過する日の属する月以降の月の分の額は算入しないD

なお､3年を経過する日の属する月を含む期間の分として支給された場合は､支払われた額

を支給対象期間で月割り計算して3年を経過する日の属する月の前月までの分を算定し､その

額を算入するO

この場合において､支給対象期間中にスライドにより年金給付基礎日額が増加又は減少して

いる湯合であっても､休業補償給付の場合と同様､当該スライ ドが行われた日に関係なく､当

該支払われた額を支給対象期間で月割り計算をすることで3年を経過する日の属する月の前月

までの分を算定し､その額を算入する｡

また､算入する保険年度は､傷病補償年金及び傷病特別年金が実際に支払われた日の属する

保険年度である｡

へ 傷病特別年金差嶺特別支給金

特別支給金規則昭和52年改正省令附則第6条第1項に規定する特別支給金 (以下 ｢傷病特別

年金差額特支金｣というO)は､当該特別支給金に係る負傷又は疾病に関する療養の開始後3年

を経過する日の属する月の前月以前の月の分は算入し､3年を経過する日の属する月以降の分

の額は算入しない｡

ト 一酸化炭素中毒法による診察等の措置に要する費用の額 (一酸化炭素中毒法第10条第2項､

一酸化炭素中毒則第9条の2)

一酸化炭素中毒法第10条第2項の規定により徴収法第12条第3項の保険給付の額とみなされ

る診察等の措置に要する費用の額は､当該被災労働者が受けていた療養補償給付の当該療養の

開始後3年を経過する日の前日以前に行われた診察等の措置に要する費用の分を支払われた日

の属する保険年度に算入し､3年を経過する日以降に行われた診察等の措置に要する費用の分

は算入しない｡

チ その他の保険給付及び特別支給金

上記イからトまでに掲げた保険給付及び特別支給金等の額以外の保険給付及び特別支給金等

の額は､原則としてその支給額を算入する (下記(3)､(4)及び(5)に係るものを除く｡)0

また､算入する保険年度は､実際に支払われた日の属する保険年度である｡

(注1)上記ロからホまでにおける支給対象期間で日割り又は月割り計算した結果､棟数が生じ

た場合は､円未満を切り捨てる｡

(注2)上記ロからへまでにおける保険給付等に係る3年の起算日たる療養の開始の日が負傷又

は発病年月日と異なる場合は､負傷又は発病年月日を起算日とする｡

(注3) トについては､一酸化炭素中毒法第9条に定める健康管理手帳に記載されている被災年

月日を起算日とするo

リ 特別遺族給付金 (石綿健康被害救済法第59条)

特別遺族年金については､実際の給付額は算入せず､Ⅵ章第10｢メリット収支率の分子に算
入する額｣に掲げる額を支給決定の日の属する保険年度の分として算入する｡

算入額は､厚生労働省関係石綿による健康被害の救済に関する法律施行規則第5条において

定められた額である｡

特別遺族一時金については､特別遺族年金の受給権者がいない場合に支給されるもの (石綿
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上記の表に関して留意すべき点は､次のとおりである｡

イ 左欄に掲げる疾病は､それぞれ､

(イ)非災害性腰痛については､労基則別表第1の2第3号2に該当する疾病と認められた場合

(ロ)振動障害については､労基則別表第1の2第3号3に該当する疾病と認められた場合

(ハ)じん肺症については､労基則別表第1の2第5号に該当する疾病と認められた場合

(ニ)石綿にさらされる業務による肺がん又は中皮腫については､労基則別表第1の2第7号

7に該当する疾病と認められた場合

とすること｡

ロ 中欄に掲げる事業の種類は､労災保険率適用事業細目表に掲げる事業の種類をいうこと｡

ハ ｢事業主を異にする2以上の事業場において (左欄の疾病)の発生のおそれのある業務に従

事した｣とは､当該疾病の発生のおそれのある業務に従事した事業場が2以上あり､かつ､そ

のうち少なくとも2以上の事業場につき､次の要件を満たしていなければならないものである

こと.

(イ)当該2事業場の事業主が互いに異なることo

(ロ)当該2事業場が､それぞれ､当該疾病に係る事業の種類のいずれかに属していることo

ニ ｢(左欄の疾病)の発生のおそれのある業務j とは､
(イ)非災害性腰痛については､労基則別表第1の2第3号2に規定する業務

(ロ)振動障害については､労基則別表第1の2第3号3に規定する業務

(ハ)じん肺症については､労革則別表第1の2第5号に規定する業務

(ニ)肺がん又は中皮腫については､労基則別表第1の2第7号7に規定する業務

をいい､具体的には､各疾病の業務上外の課定に当たり､疾病の発生のおそれのある業務と認

められた業務と同一のものとすること.

ホ 振動障害､じん肺症及び建設の事業に係る石綿にさらされる業務による肺がん又は中皮腫の

項の右欄における ｢最終事業場における当該業務の従事期間｣とは､疾病の発生の原因となっ

た業務に従事した最終事業場に使用されるまでの間､引き続いて当該最後の事業場の事業主の

他の事業場に使用されていた場合にあっては､最後の事業場における従事期間だけでなく､当

該他の事業場における従事期間をも通算した期間であること｡

すなわち､同一事業主のもとで､事業場を移動し､最後の事業場で特定疾病が発生した場合､

当該同一の事業主のもとにおける従事期間が通算されることとなる0

従事期間は､振動障害については業務上の疾病として認定の要件とされている当該業務の従

事期間の把握の方式と同一の方式をもって把握された期間とし､じん肺症については振動障害

における方式に準じた方式でもって把握された期間とすること｡

(最後の事業場)

従事期間が通算される事業場
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4 事業の単位等に係る特殊な取扱い

(1)継続事業の一括

徴収法第9条の規定により継続事業の一括が行われた場合に､当該一括に係るすべての保険関

係は ｢指定事業｣に統合一元化され､指定事業以外の事業についての保険関係は消滅する｡

したがって､この場合のメリット制は指定事業について行うこととなる｡

イ 適用要件

適用要件のうち事業の継続性については､一括扱いの認可年月日に関係なく､当該指定事業

について行い､事業の規模については､一括後は当該一括に係るすべての事業の労働者を指定

事業の労働者とみなして判断することD

また､指定事業が一括されている他の事業に変更された場合､又は指定事業の所在地が変更

された場合 (旧所在地に事業が存続しない場合に限る｡)､適用要件の把握は-指定事業とみな

して行うこと｡

ロ メリット収支率の算定

メリット収支率の算定は､指定事業について､メリット収支率算定期間における業務災害に

係る保険給付､特別支給金等の額及び労災保険率に応ずる一般保険料等の額を基礎として前出

のメリット収支率の算定式にならって行う｡

したがって､一括前の指定事業以外の事業に係る保険給付及び特別支給金等の額､保険料の

額は､メリット収支率の算定基礎に算入されない｡

なお､指定事業が一括されている他の事業に変更された場合､又は指定事業の所在地が変更

された場合 (旧所在地に事業が存続しない場合に限るo)でも､メリット収支率の算定について

は､変更前後の措定事業を-措定事業とみなして行うO

ハ メリット労災保険率

一括された事業の一括の認可の日以後の労災保険率は､指定事業のメリット労災保険率によ

るo

ニ 一括の認可が取り消された事業のメリット制の取扱い

一括されている事業が一括の要件に該当しなくなった場合は､一括扱いの認可が取り消され

ることとなる｡

この場合のメリット収支率は､取り消された事業を除いたもので算定する｡

ホ 事業分割との関係

被一括事業は本来独立した事業であることから､被一括事業を指定事業から分離 (一括認可

の取消)する場合は､後述の事業分割には該当しないO

ただし､指定事業又は-の被一括事業を分割する場合は事業の分割に該当する｡
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は全部を取り消し､継続事業の一括を各事業の種類ごとに再成立させることになるが､事業

の実態に変わりはないことから､メリット適用要件としての事業の継続性を認めることとす

る｡

なお､上記に該当する事業については､平成18年4月1日に事業分割が行われたとみなし､

継続事業の一括を取り消した事業についてもメリット制の適用を引き継ぐよう処理することO

すなわち､触続事業の一括の取り消し及び新たな保険関係を成立させる際に事業分割届甲票

及び乙票並びに労災保険率決定通知書の写しを提出させ､同票等に記載された情報を活用し､

継続メリット制算定基礎報告書の作成及びOCR入力を行うこと｡ただし､メリット制適用

の規模要件に留意すること｡

(3)事業の分割

継続事業のメリット制における事業の継続性の要件は､連続する3保険年度中の最後の保険年

･度に属する3月31日現在において､労災保険に係る労働保険の保険関係が成立した後3年以上経

過していることとされている｡このため､メリット制の適用要件を満たしていた事業が事業の分

割を行った場合､分割により新設された事業については､従来はメリット制が適用されていなか

ったが､平成11年4月1日以降に分割した事業については､メリット制の適用要件の一つである

事業の継続性を満たしているものとして取扱うこととなったO

事業の分割とは､-の継続事業 (一括有期事業を除くO)を複数の事業に分割し独立させる場合

をいい､分割後の事業が､分割前の事業を全面的に廃止して異なった内容の事業に切り換えられ

た場合 (事業の実態が異なる場合)は該当しないこととする｡

なお､以下分割が行われる元の事業を ｢分割元事業｣､分割が行われた後分割元事業の労働保険

番号を引き継ぐ事業を ｢分割元引継事業｣､分割により新設された事業を ｢分割新設事業｣という｡

(イ) メリット制の適用要件を満たしていた継続事業について事業の分割が行われた場合におい

て､分割元引継事業又は分割新設事業が分割元事業と全面的に異なった内容の事業に切り換

えられていなければ､当該事業はメリット制の適用要件である事業の継続性を満たしている

ものとして取り扱うこととする｡

(ロ) 分割元引継事業又は分割新設事業の場所が分割元事業と同一でないものについても上記

(イ)を満たしている場合は､事業の継続性を満たしているものとして取り扱うこととする｡

(ハ) 分割元事業が特例メリット制の適用要件を満たしている場合は､分割元引継事業のみが適

用要件を満たしているものとして取り扱うこととする｡

イ メリット収支率の算定方法

分割元引継事業又は分割新設事業のメリット収支率算定の基礎となる保険給付等及び保険料

等の額の算出方法は､

･分割日が保険年度の初日 (4月1日)の場合と年度途中の場合

･分割日の前後

において取扱いが異なるo

事業の分割が年度当初の場合､分割目前までの保険年度に係る保険給付等額及び保険料等額

は分割元事業の保険給付等及び保険料等の額を､分割日以降の保険年度に係る保険給付等及び

保険料等の額は､それぞれ分割元引継事業又は分割新設事業それぞれの保険給付等及び保険料
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等の額を用いること｡

分割日が年度途中の場合､事業の分割が行われた保険年度の保険給付等及び保険料等の額に

ついては､分割元事業､分割元引継事業及びすべての分割新設事業の保険給付等及び保険料等

の額を合算した額を､分割元引継事業及びすべての分割新設事業の保険給付等及び保険料等の

額とすること｡

なお､保険給付等及び保険料等の額の算定方酷は従前どおりとし､保険料等の額に乗ずる第

-穫調整率は､分割元事業､分割元引継事業又は分割新設事業の事業の種類に応ずる第-種調

整率とすること｡

また､負傷又は発病年月日が分割目前であり､分割日以降に支払いが行われた保険給付等の

額については､分割元引継事業の保険給付等の額にのみ算入すること｡

ロ 労働者数の算定

分割元引継事業又は分割新設事業の労働者数については､分割目前までの保険年度に係る労

働者数は分割元事業の労働者数を､分割日以降の保険年度に係る労働者数はそれぞれ分割元引

継事業又は分割新設事業の労働者数とすることo

ただし､事業の分割が年度途中に行われた場合､事業の分割が行われた保険年度の労働者数

については､分割元事業及び分割元引継事業の各月の末日 (賃金締切日がある場合は､各月の

末日の直前の賃金締切日D以下同じ.)において使用した労働者数の合計数にすべての分割新設

事業の各月の末日において使用した労働者数の合計数を加えた数を12で除した数 (小数点以下

切り捨て)を分割元引継事業及びすべての分割新設事業の労働者数とすること｡

【労働者数の計算例】
Na:分割元引継事業Aの労働者数 (確定申告書記載の労働者数)

Nb:分割新設事業Bの労働者数 ( 〝 )

Ⅹ:4月から分割目の属す月の前月までの経過月数 (分割日が4月に属すときは0)

Naは各月の末日の労働者数の合計数を12で除した数であるが､Nbは各月の末日の労働者数の

合計数を新設された月から3月までの月数で除した数であることから､Nbについては (12-経

過月数)倍し12で除した数を用いる｡

したがって､当該年度の労働者数は､

(NaX12+NbX(12-Ⅹ))÷12

と計算される｡

実際には､継続メリット制算定基礎報告書のOCR入力を行うことにより､自動計算される｡

ハ 事務処理

事業の分割に関する事務処理は､基本的には後述の移転事業と同じ取扱いとしているが､事

業の分割の場合は､移転元の所轄労働局が移転先の所轄労働局に照会をかける場合も生じうるO

必要に応じて ｢労災保険率のメリット制適用事業に関する調査依頼について｣(様式 1)(39貢

参照)により照会を行い､継続メリット制算定基礎報告書をOCR入力すること｡

ただし､分割の事実を把握するために､事業主が提出する ｢事業分割属｣の受理に関する事

務が必要となる｡詳細は Ⅰ章の第2の3を参照すること｡

ニ 注意事項

(イ)事業の分割の定義
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ーの事業を複数の事業 (それぞれ独立性を有することが必要)に分ける場合が該当する｡

企業分割と同一でないことに注意すること｡具体的には､

a 本社､工場など-の事業を地域別､製造品目別等に分割し､分割後のそれぞれの事業が

独立性を有する場合 (分割により新設された事業が別法人化され分割された場合を含む｡)

b -の事業の事業本体から従たる事業部門を分割し､分割後のそれぞれの事業が独立性を

有する場合で､例えば-の事業の主たる事業部門である製造部門と従たる事業部門である

販売部門をそれぞれ事業の独立性を有する事業として分離する場合

等を想定している｡

(ロ)分割に伴い事業の種類が変更される場合

労災保険率は､-の場所における主たる事業について適用されることを原則としているた

め､事業の分割に伴い､分割元引継事業又は分割新設事業の事業の種類が､分割元事業と異

なる場合があるが､分割元事業と全面的に異なった内容の事業に切り替えられていなければ､

事業分割として取り扱うこととなる｡

ただし､事業の種類が変更されることにより､将来的にはメリット制適用の規模要件に影

響が出る場合もある｡

(ハ)事業分割の際の事業の継続性とメリツト制の適用

事業分割前との事業の継続性を満たす取扱いは､分割元事業が分割時点においてメリット

制の適用を受けていることを要件とする｡したがって例えば､分割元事業が大規模であって

も新設して間がなく､メリット制の適用を受けていなければ､分割新設事業について事業の

継続性を満たす取扱いはしない｡また､労働者数がメリット制適用の最低労働者数を下回り

メリット制の適用を受けていない分割元事業であっても､分割新設事業は事業の種類を異に

すると､労働者数が最低労働者数を上回ることになる場合が考えられるが､この場合も､分

割新設事業について事業の継続性を満たす取扱いはしない｡

また､分割元引継事業が分割時点においてメリット制の適用を受けていることを要件とす

ることから､分割が行われた保険年度は､分割元引継事業､分割新設事業共に､分割直後の

労働者数に関わりなく､メリット制の適用を受けることになる｡次年度は､分割元引継事業

が､分割が行われた保険年度の前年度以前の3保険年度において規模要件を満たすかどうか

で､メリット制適用が決まることとなるO

次々年度からは､分割が行われた保険年度の労働者数が､メリット適用の規模要件に関係

してくる｡ただし､年度途中で分割が行われた場合は､分割元引継事業と分割新設事業の労

働者数の合算措置が講じられ､メリット適用上は翌保険年度の当初に分割されたものと同じ

扱いとなるので､分割後の実際の労働者数がメリット制適用の規模要件に関係してくるのは､

さらに1年先となるo

(ニ)分割に該当しない場合

労災保険の事業の適用単位は､企業単位ではなく地理的 ･活動組織上から､独立した事業

場ごととしている｡

したがって､企業分割と称して複数組織に分けただけで､それぞれ分かれた組織が事業と

しての独立性を有していない場合は該当しない｡すなわち､事業の分割とは安易に適用単位

を分ける意味ではない｡

なお､以下の場合については､分離される事業は本来独立した事業であることから､事業
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の分割には該当しないo

a 継続事業の一括に係る被一括事業を指定事業から分離する場合 (一括認可取消)

b 事業主の一部変更により､一括有期事業の個々の現場を切り離す場合
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